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東アフリカ農村における森林資源管理と生計安全保障
―タンザニアとケニアの参加型制度の事例分析―

上 田　元

はじめに

　1980年代央以降，世界各国はトップダウンの自然資源管理が生む問題を反

省して「コミュニティ準拠の管理」や「協働管理」など，資源利用者を管理

に参加させる手法を導入しつつある。そして，彼らに資源管理の負担を求め

る代わりに権限を委譲し，資源をめぐる利害関係の調整を試みる方向にある。

その背景には，受益者負担や違法利用の取り締まり，さらには「市民社会」

を指向するガバナンス論の展開があり，参加型管理を目指す実務は今や「市

民社会プロジェクト」のひとつになっているといえよう。

　東アフリカ農民が生計への脅威に対処・適応するうえで，すなわち生計安

全保障（Ellis［2000: 42］，Frankenberger et al.［2000］）を実現するのに際して，

共有・共用されるべき森林資源への持続的なアクセスは必要不可欠である。

しかし，タンザニアやケニアでもトップダウンの森林管理が人々の生計安全

保障を脅かし，さらに1980年代に始まる構造調整による経済自由化と予算削

減が森林資源の市場取引と破壊を促してきたといわれる。このため，両国と

もに参加型管理手法を「輸入」して森林セクター改革を行い，資源利用者を

交えた管理のあり方を模索している。こうしたなか，参加型管理が成果を上

げている例も報告されつつあるが，導入後に問題を抱える事例，さらには導
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入が進まない事例の検討は，人々の生計安全保障を考えるうえで欠くことが

できない。本章では，タンザニアとケニアから森林に依存する農耕社会にお

いて参加型管理が直面している問題を紹介し，問題の性質・背景と生計安全

保障上の意味について考える。

　ここで取り上げる事例が示すように，新制度を通して共有・共用資源が想

定通りに管理されていないからといって，それがただちに，個々人が何らの

規制もかけられていない開放アクセス資源を持続不可能なかたちで利用する

という社会的ジレンマを生むとは限らない⑴。他方，「コミュニティ」が新

制度を運用して組織的に対応すれば，必ず社会的ジレンマを回避できるとも

限らない。「市民社会プロジェクト」が導入する参加型管理において，自然

資源依存社会の「コミュニティ」は等質的で人々の間に容易に合意を生み出

しうるものと考えられがちだが，それはプロジェクトが管理現場に求める社

会の規範的なあり方であり，実態と乖離していることも少なくない（たとえ

ば，Fabricius［2004］，Kaschula et al.［2005］，Koch［2004］，Shackleton and 

Shackleton［2004］）。そこで，本章では，開放アクセス資源をめぐる社会的ジ

レンマ不可避論と資源管理における「コミュニティ」万能論の中間に立って，

資源利用の実像を明らかにし，資源管理のあり方を議論する余地を探求した

い。その際，人々が生計安全保障上の必要から日常的な資源利用の場におい

て結んでいる協力関係や共有している在来知のような，資源利用における相

互了解された制度・組織・慣行に注目する。ここでは，このような協力関係

や在来知を「資源利用の共同性」という実体概念でとらえ，そのあり方を探

ることによって，不可避論と万能論の中間を模索したい。

　関心事を共有する人々の言論形成の場として，そして万人に開かれている

とは限らず社会的排除を伴いうる多元的な場として「公共圏」をとらえるな

らば（児玉［2009］），資源をめぐるコミュニケーションの場も，東アフリカ

農民の生計安全保障に直接かかわる公共圏のひとつといえよう。参加型資源

管理の「市民社会プロジェクト」は，資源利用者，行政担当者，非政府組織

（NGO）関係者など，資源管理にかかわるさまざまな立場の人々を集めなが
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ら，こうした「公共圏」をできるだけ包括的，一元的なかたちで実現し，そ

れをプロジェクトに組み込むことを成功の必要条件と考えている（たとえば

Borrini-Feyerabend et al.［2004］）。これは，生計安全保障を実現する一手法と

して考慮に値するアプローチである。しかし，資源利用をめぐる公共圏が，

常に市民社会プロジェクトの導入する参加制度・組織になじみ，その包括度

を高めて資源管理に資するとは限らないし，逆に，導入された制度・組織の

ほうが公共圏に馴化する場合もあろう。こうした成り行きを左右する要因の

ひとつは，人々の資源利用・管理のレジティマシー（legitimacy：正統性／正

当性）であり，その核となるのが前述した生計安全保障の必要から生まれる

相互了解，「資源利用の共同性」といえるのではないだろうか。本章では，

参加型管理導入の現状を事例に即して明らかにするとともに，資源利用の共

同性が現れうるコミュニケーションの場面になるべく近づき，資源の利用・

管理をめぐる公共圏のあり方を検討する。

　そのために，まずは過小評価されがちな非木材林産物，とくに薪炭材の利

用実態を踏まえ，人々の生計安全保障にとって非木材林産物がもつ経済的意

義を見極める必要がある。以下で明らかにするように，事例村の指導層や行

政は，人々の資源利用の実態，あるいは「森林利用景観」を適切にとらえて

いるとはいえず，資源管理がとくに貧困層の生計を不安定化する恐れがある。

このような場合には，利用者の側に立って森林利用の実態を表現しなおす

「再マッピング」を行わなければならない（St. Martin［2001］）。資源利用の

共同性が現出するコミュニケーションの場面は多数あろうが，ここではそれ

を，参加型管理の推進組織である評議会が残している議事要録と，森林資源

採取の現場に絞って追求したい。そして，紹介する事例において参加型森林

管理が全面展開に至らない背景として，導入された参加型手法が公共圏に馴

化した現実があること，また，生計安全保障を脅かす可能性のある管理への

シフトに対する人々の警戒感があることを指摘し，あわせて公的参加制度を

通した森林管理が人々の生計安全保障に与えうる影響について検討する。

　なお，本章では「包括的・一元的な言論の場」を示す実務的用例に従って
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「市民社会」という言葉を使うに留め，それを分析には用いない。また，非

木材林産物の日常的採取が森林に加える影響の程度や持続可能性，あるいは

資源保全の質・量の問題には立ち入らない。こうした問題に答えるためには，

地域環境変動の中・長期的なモニタリングを踏まえた検討が別途必要である。

本章で扱うのは，資源利用の共同性，レジティマシー，資源をめぐるコミュ

ニケーションの場，そして公共圏のあり方である。

第 1節　非木材林産物の利用と管理

1．参加と「違法」利用のインセンティブ

　林産物をはじめとする共有・共用自然資源は，農村生計を多様化し各種の

リスクを回避して，とくにそれへの依存度が高い最貧層の生計安全保障にお

いて重要な役割を果たしている。そうした資源の参加型管理が持続可能かど

うかを左右する要因のひとつとして，参加の経済的インセンティブについて

検討がなされてきた（上田［2008a］）。南部アフリカの経験によれば，コミュ

ニティ準拠の参加型野生生物保全プロジェクトは野生生物による家畜・作物

への獣害・食害をもたらすだけでなく，密猟者の処罰を含む参加・管理の取

引費用や，農業・密猟の機会費用も大きい。他方，野生生物観光などによっ

て実現する世帯収入増は微々たるものであり，収入が教育・保健施設などの

建設に投資される場合でもその利用は比較的裕福な世帯に限られるため，積

極的な参加は得がたいという（Magome and Fabricius［2004］，上田［2008a］）。

タンザニアでも，劣化した森林保護区の与える経済的価値の低さや，地元民

に対する利用制限，警備活動の強化と罰金収入減少のジレンマなどが理由と

なって，参加のインセンティブが維持されにくいことが指摘されている

（Sjaastad et al.［2003］，Blomley and Ramadhani［2006］）。また，森林管理への参

加の程度には社会経済的階層性もみられる（Meshack et al.［2006］）。
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　総じていえば，参加によって得られる便益が参加の強いる費用に比べて十

分に大きい場合にのみ，人々の自発的な参加が期待できるのであって，参加

が実現する収入・資産の管理費用や違反者の処罰をめぐって紛争が生じるリ

スクなどの取引費用が大きいときには，せいぜい受動的な参加しか望めない

というのが共通理解であろう。もっとも，東・南部アフリカに関しては，資

源管理の費用と便益の関係を実証的に検討して参加のインセンティブについ

て手がかりを与える研究の不足が指摘されている（Meshack et al.［2006］）。

とくに，薪材をはじめとした非木材林産物（Non-Timber Forest Products）の日

常的利用が全般に過小評価されがちなことが一因となって，管理の費用便益

関係について十分な調査がなされていないのである（Mogaka et al.［2001］，

Shackleton and Shackleton［2004］）⑵。これは，その利用が「違法」な場合を含

んでいるためであるとも考えられる。

　森林資源の違法利用については，世界的にその実態把握と政策的検討が行

われている（たとえば Callister［1999］，Contreras-Hermosilla［2002］，Kaimowitz

［2003］，Tacconi et al.［2003］）。とくにより規模の大きい商業的な違法伐採は，

森林生態系の持続可能性を脅かし政府収入を失わせるだけでなく，その管

理・取り締まりのあり方が賃労働機会の喪失などのかたちで農村生計に負の

影響を与えかねないので，関心の焦点となっている。他方，より小規模・日

常的で，かつ違法な森林利用についても検討がなされつつある。たとえば利

用料金支払いを免れようとする利用者と管理者の間に非公式な金銭授受の関

係が結ばれる条件を費用便益分析し，ゲーム理論によって説明しようとする

試みがある（Whiteman［2003］）。

　公的な参加型管理は，資源の利用者自らに「違法」な利用の取り締まりを

求める側面をもっている。したがって，以上のような議論を敷衍すると，違

法利用のインセンティブが強ければ参加のそれは弱まるとの結論に至るかも

しれない。しかし，そもそも資源利用が認められて人々の生計が維持されな

いかぎり，彼らは法令遵守の動機をもてず，それを政府役人などにも期待し

ないであろう（Lindsay et al.［2002］）。ここでの根本問題は，誰がいかに「違



104

法性」を決めているのか，そしてその決まり方は利用者の生計安全保障の観

点から，また利用者本位の資源保全の観点から適切なのかどうかということ

である。過小評価されてきた非木材林産物の日常的利用・管理の分析には，

この観点を導入する必要がある。

2．共有・共用資源の利用と管理をめぐる社会関係

　本章では，人々による非木材林産物の日常的利用・管理を，生計安全保障

と利害関係調整をめざして行われるものと理解する。公的な地方自治・参加

のように政府が「媒介制度・組織」（intermediary institutions，Cornwall［2004］）

を提供する場合，人々はそれを通して資源の管理に関わり，利害関係を調整

しながら資源へのアクセスを持続して，生計安全保障の実現を試みることに

なる（図 1）。こうした参加制度を導入する政府の目的は，これによって各

種の資源利用者（かつ管理者），各水準の行政などの資源管理者，NGOなど

の間で利害関係の調整を促すことにある。人々は利害関係調整の結果を踏ま

えて，資源利用にみられる在来知の共有や協力関係，すなわち「利用制度・

組織」によって資源を利用し，その結果として人々の生計安全保障の状態が

決まり，その維持・改善のために人々は再び媒介制度・組織によって資源管

（出所）　筆者作成。

図 1　参加制度導入後の自然資源の利用と管理
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理に参加・関与することになる。

　ところで，資源の「利用制度・組織」や政府が導入する「媒介制度・組

織」を働かせるのは，資源利用者の間に結ばれ，また彼らと資源利用・管理

に関わる外部諸主体の間に展開する社会関係である。この社会関係のあり方

に応じてこれらの制度・組織の運用のされ方も異なりうるので，資源利用・

管理の実態を検討する際には諸主体間の社会関係に注目する必要がある。こ

こではそれを外来回路と在来回路に区別して考える（図 1）。社会関係の外

来回路とは，法制度的に認められた資源利用・管理を支える社会関係を指す。

これに対して，社会関係の在来回路とは，法制度的にインフォーマルであっ

たとしても現地社会の通念に照らしてレジティマシーを得た資源利用・管理

を支える，主体間のつながりのことである。そして，外からあてがわれた媒

介制度・組織であっても，外来回路だけでなく，在来回路によっても運用さ

れうる，あるいは在来回路で結ばれた諸主体のかたちづくる公共圏に馴化し

うると考える。

　在来回路には，次のような社会関係も含まれよう。資源の管理者が利用者

の非木材林産物へのアクセスを法的に制限し，利用者がこれを緩めようとす

る場合，両者の間に金銭などの授受の関係が生じうる（Kaimowitz［2003］）。

こうした金銭の支払いが生計安全保障のうえで必要であるため社会的に非難

されることのない場合，これによって可能となる資源利用はレジティマシー

をもつ。また，管理者が人々の「違法」な資源利用を黙認し，それが社会に

よって当然視されている場合，この資源管理はレジティマシーを獲得してい

るといえる。ここでは，これらの行為が資源の持続可能性や経済的合理性を

実現しない場合であっても，現地の社会通念上問題のない場合には，それら

の行為はレジティマシーを与えられていると考える⑶。

　もっとも，ある社会におけるレジティマシーの状態を実証的に論じるのは

容易なことではない。さらに，レジティマシーは常に再交渉される動的なも

のである（Kull［2002］）。どの主体によるどのような利用・管理が社会的に

容認され持続しているのかというレジティマシー形成のプロセスが重要であ
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り（宮内［2006］），これはさらに，資源アクセスをめぐる交渉や（島田［2009］），

資源利用・管理についての慣習法とも関連する（Wynberg and Laird［2006］）。

本章では，生計安全保障の実現に不可欠な資源をめぐる在来知や協力関係，

すなわち「資源利用の共同性」のかたちで相互了解され継続している資源の

利用制度・組織・慣行が，個々人の資源利用・管理にレジティマシーを与え

る根拠となり，さらにはレジティマシー形成の代理変数になりうるという作

業仮説から出発したい。そして，政府が提供する参加の媒介制度・組織が

人々の異議表明や抵抗の場としてのレジティマシーを得るかどうかは（Corn-

wall［2004］），それが資源利用の共同性にどのように向き合うかで決まるも

のと考える。

　近年の「市民社会」論的な資源管理論（たとえば Borrini-Feyerabend et al. 

［2004］）は，資源管理の現場において透明性やアカウンタビリティを重視し

つつ，討議・包括的プロセスの展開する「公共圏」に，周辺化・インフォー

マル化された者を引き入れ権限強化するステップを描く理想社会論の側面を

もつ（上田［2008a: 78］）。こうした理想の実現は生計安全保障の見地からも

重要だが，それが現にある社会関係の在来回路と外来回路を一本化してとら

えるならば，資源の管理・利用にみられる両回路の相互作用の実態や，レジ

ティマシーと法制度の間の食い違いを再マッピングし分析する枠組みとして

は適切ではない。本章では，資源の利用と管理の実態を分析するために，外

来回路と在来回路の区別を導入したい。

　以上述べてきたように，参加型の資源利用・管理を分析するには，資源利

用者が，国家や行政によって過小評価されがちな非木材林産物に生計安全保

障上どれだけの経済的意義を認めているか，そしてその管理に参加する経済

的動機をもつかどうかを検討するだけでは不十分である。それに加えて，資

源の利用・管理に関わる人々の間の社会関係と利用・管理のレジティマシー

に注目しながら，人々が公的参加制度に求める意義を的確にとらえる必要が

ある。

　本章では，こうした問題関心に沿って，タンザニアとケニアの事例を相互
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補完的に示し，東アフリカにおける参加型森林管理の一面について検討する。

タンザニアからは，参加型森林管理の媒介制度・組織が外来回路においては

諸主体間の利害関係調整を実現せずに形骸化する一方で，それが在来回路で

成り立つ公共圏に馴化して，資源の利用・管理の実現において一定の役割を

果たしている事例を紹介する。そして，ケニアからは，参加型制度の導入が

行政の思うように進まず資源管理のための媒介制度・組織が形成されていな

い事例を取り上げ，行政によってまさに過小評価されている非木材林産物の

日常的利用の実態に接近してその生計安全保障上の意義を明らかにするとと

もに，参加が進まない理由について考える。

第 2節　公共圏に馴化した参加制度
―タンザニア北部メル山南斜面―

1．制度化の経緯と事例地域

　公式統計による確認には困難がともなうものの，1980年代以降，経済自由

化はタンザニアの森林破壊を加速したという。平価切下げは木材輸出を促し，

また輸入燃料価格の上昇は薪炭への回帰，乱伐を招いた。貿易自由化はタバ

コ，茶など薪炭火力で加工される産品の輸出を促して乱伐問題を悪化させ，

財政支出削減は森林管理支出を激減させた。乱伐が身近な薪炭供給地を失わ

せ，輸送費用と薪炭価格を引き上げて人々の生活に影響を与えている地域も

ある（Kulindwa and Shechambo［1995］）。

　このような問題に対処するため，タンザニアでは1998年の全国森林政策（Na-

tional Forest Policy）と2002年の森林法（Tanzania, the United Republic of［2002］）

により，自然資源・観光省内の林業養蜂局の改革と参加型管理の制度化が図

られ， 2種類の参加型管理を軸とする制度整備が進められている（浜田

［2005］，Blomley and Ramadhani［2006］，Meshack et al.［2006］，佐藤［2007］）。
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ひとつは，森林保護区と森林プランテーションを含む国有・地方自治体有林

において，林産物の利用に加えて，森林違法利用に科する罰金の収入などを

参加者側へのインセンティブとする共同森林管理（Joint Forest Management）

である（Abeli et al.［1998］，Sjaastad et al.［2003］）。もうひとつは，林産物免

税などのインセンティブが組み込まれている村落森林保護区（Village Forest 

Reserve）での「コミュニティ準拠の森林管理」（Community-Based Forest Man-

agement）である（Blomley and Ramadhani［2006］）。こうした試みによって，

タンザニアは森林資源保全においてアフリカでもっとも先進的な制度を備え

るに至ったとの評価も現れている（Alden Wily and Mbaya［2001］，Ylhäisi［2003］，

Blomley and Ramadhani［2006］）。2006年現在，参加型管理下にある森林はザ

ンジバルを除く本土森林面積の10.8％で，全行政村の17.5％にあたる1821村

がこれに関与している。このうち，共同森林管理は719村の山岳森林やマン

グローブ林において実施されている。また，コミュニティ準拠の森林管理を

進めているのは主にミオンボ林やアカシア疎開林，沿岸林を擁する1102村で

ある（Tanzania, the United Republic of［2006］）⑷。

　本節では，参加型制度が導入され媒介制度・組織も機能しはじめた後に問

題を抱えるに至った事例として，タンザニア北部アルーシャ州（Arusha Re-

gion）のメル（Meru）山地域を取り上げる（図 2）。アルーシャ州では18村が

共同森林管理に，10村がコミュニティ準拠の森林管理に関わっているにすぎ

ず（Tanzania, the United Republic of［2006］），参加型森林管理の進展が遅れ気

味な地域のひとつである。アルメル県（Arumeru District）に含まれるメル山

地域では，植民地期に導入されたコーヒーの生産を中心としていた農民の生

計が経済自由化とともに変化しつつある。とくに山腹最上部は，鉱業・観光

部門の自由化に刺激されて市場の拡大した蔬菜や牛乳の生産には立地条件が

不利であり（上田［2001，2008b］，Ueda［2007］），森林資源への依存度を高め

る潜在性をもっている。そこに居住する人々の生活に密接に関わるのは，メ

ル・ウサ森林プランテーション（Meru/Usa Forest Plantation）と，メル森林保

護区（Meru Forest Reserve），そしてアルーシャ国立公園（Arusha National Park）
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であり，この一帯の年間降水量は1400ミリメートルに達する（Meru/Usa For-

est Plantation［n.d.］）。

　林業養蜂局が管轄するメル・ウサ森林プランテーションは，1920年に公示

されたメル森林保護区（ 2万6000ヘクタール）の一部（6550ヘクタール）を

1950年代初頭より再造林してきたものであり，国内市場への木材の持続的供

給をめざして運営されている。パツラマツ（Pinus patula），メキシコイトス

ギ（Cupressus lusitanica），ハゴロモノキ（Grevillea robusta），ユーカリノキ（Eu-

calyptus spp.）が主要樹種だが，1980年代初頭から1990年代終わりにかけての

違法伐採や林内放牧によって再造林が計画通りに進まず，全面積の40％以上

が林齢 5年前後の状態である。この森林プランテーションにおいて共同森林

管理のパイロット・プロジェクトが始まったのは2000年のことであり，隣接

する32村のうち林内警備活動を含む費用と資源利用の便益の配分を明確にし
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図 2　タンザニア北部メル山地域

（出所）　メル・ウサ森林プランテーション事務所の GISデータなどをもとに筆者作成。
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て共同森林管理の合意を取り交わしたのは，2006年現在，12村である（Mushi

［2006］）。

　さて，事例とするソンゴロ（Songoro）村は，山腹最上部に位置するメル

人の自然発生村である（1485人，2002年，図 2）。ここでの参加型森林管理の

はじまりは，1998年 4月22日の村民会議において，自然資源・観光省のアル

メル県担当官が資金・人員不足を理由として挙げながらメル森林保護区の管

理への村民協力を要請したのに対して，村側が村会議員 8人からなる専門評

議会を組織した時点に遡る。「環境・森林評議会」（Kamati ya Mazingira na 

Msitu）と名づけられたこの組織は，参加型森林管理のための媒介制度・組

織として機能しはじめたのである⑸。これによって，資源利用者，評議会メ

ンバー，そして森林行政担当者のかたちづくる，外来回路を基盤とした公共

圏が具体的に現れたといえよう。以降，評議会が2008年 8月までの間に残し

た議事要録などの文字記録と，村民全員参加を原則とする村民会議において

話し合われた関連事項の議事要録によれば，少なくとも，環境・森林評議会

は13回，村民会議は 7回開催された。加えて，評議会については，会則・条

例案が 4件，活動報告・メモが31通，公告・書簡が 4通，残されている。こ

れらの資料は村民の母語であるメル語ではなく，国語であるスワヒリ語で記

されている。活動日ごとの審議・活動項目を単位としてこれらを集計したと

ころ，環境・森林関連の審議・活動事項は，内容不詳の 5件を含め，合計92

件であり，それらは評議会の運営，対外関係・折衝，条例の制定と執行，森

林警備活動，斜面造林指令，育苗・造林活動の 6項目に分類できる（表 1）。

　このうち「評議会の運営」記録には，評議会の改選，定例評議会の開催頻

度や，守秘義務などが記されている。また，2005年 5月に県に送付された評

議会の活動計画には，水源での耕作禁止，村に隣接する森林保護区やプラン

テーションの保護，樹木伐採後の植栽の義務化，道路などの破壊荒廃の抑制，

斜面植樹の動機づけ，デモンストレーション用の造林が謳われている。評議

会メンバーや村の行政官によって残された議事要録等は，討議的プロセスの

全容や公共圏の包括度を明らかにできる資料ではないが，以下ではこれらを
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参加型管理の実態とその生計安全保障上の意味を問うための基本情報として

利用する。

2．共同森林管理の頓挫

　村の「対外関係・折衝」記録によれば（表 1），環境・森林評議会の設置後，

1998年 6月には森林保護区の管理・保護・運営に関する協力セミナーが招集

されている。そして，翌年 1月には，タンザニアにおける参加型森林管理手

法のひとつである共同森林管理に関する合意締結に向けた作業の一環として，

村政府，環境・森林評議会，村民，森林行政の責務について相互に了解しあ

っている⑹。2000年，2001年の動きはとくに活発であり，評議会メンバーは

村と森林の境界の再確認を要請された一方で，マニヤラ州（Manyara Region）

ババティ県（Babati District）の参加型森林管理を視察している。また，評議

会は林業養蜂局長との会見の場で活動内容を報告し，折り返し共同森林管理

の合意締結の政策・計画について説明を受けている。あわせて，評議会は計

画した育苗場運営や森林警備に必要な資材の供与や，森林保護区における伝

統薬原料採取や養蜂箱設置の許可，さらには森林保護区に接する森林プラン

表 1　ソンゴロ村森林・環境関連の村政府活動記録
（単位：件）

年
内容

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 不明 総計

評議会の運営 2 　2 1 1 1 　7
対外関係・折衝 2 2 　9 　8 1 1 23
森林警備活動 1 　8 　8 1 18
条例の制定と執行 1 　7 　1 2 2 4 1 1 19
斜面造林指令 2 　2 　4
育苗・造林活動 　8 　6 1 1 16
不明 　1 4 　5
総計 6 4 35 25 6 2 4 1 7 1 1 92

（出所）　ソンゴロ村役場に保管されている文書資料ファイルより筆者が集計。
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テーションでの枯れ枝の薪材としての採取や，倒木等を養蜂箱材や製材に用

いて評議会の収入とすることなどを要望し，これらについて地元森林行政と

協議するよう指示されている⑺。

　こうした折衝に並行して，「森林警備活動」記録が示すとおり（表 1），評

議会は2000年，2001年になると，週 1回を原則として森林保護区の警備活動

を担いはじめた。これは期待されていたような全村民もち回りではなく，評

議会メンバーを中心としたものであり，パンガ（panga，農作業用のなた）を

用いて薪を採取していた女性 2人の逮捕や，村の水源での清掃活動，小動物

用の狩猟罠50近くの撤去が行われたが，木材の違法伐採現場は発見されなか

った。警備は森林プランテーションにも及び，河川沿いに耕作する数名が摘

発された。また，評議会の席で，森林内での家畜放牧は禁止されており警備

の対象となることも確認されている。このようにして，行政が導入した評議

会は一種の公共圏として討論・活動の場を提供しはじめたのである。

　ところが，2002年以降は，森林警備活動だけでなく，進みつつあった共同

森林管理の合意締結に関わる地元森林行政との協議についても，わずかな記

録しか残されなくなる（表 1）。この時期は，メル森林保護区のアルーシャ

国立公園への編入案が検討されていたころにまさしく対応している。共同森

林管理の試みは，地元森林行政官も述懐しているとおり，国際的 NGOの野

生生物保護活動に影響されたタンザニア国立公園局の方針と矛盾することに

なり，2002年に宙吊りとなってしまったのである⑻。参加型管理が重要な生

態系の保護を後退させる恐れをもつと保護派は判断したといえよう。村の

「対外関係・折衝」記録によれば（表 1），アルーシャ国立公園側は，2004年

にソンゴロ小学校の教室増設というかたちの援助・支援を申し入れており，

2006年にそれが実現しているが，その間，2005年には森林保護区での資源利

用を全面的に禁止する布告を出している。これによって，村民は森林保護区

から薪材を採取することができなくなり，それは森林プランテーションから

得るか，私有地に植えられた樹木の剪定等による材に限られることとなった。

　林業養蜂局主導で始まった村の環境・森林評議会は，参加型管理における
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媒介制度・組織として機能しはじめた。しかし，それは森林行政との関係調

整には一定の役割を果たしたものの，森林保護区の国立公園編入に際しては，

他村とも連携しつつ，国際 NGOやタンザニア国立公園局を含めた利害関係

を調整する，より包括的な公共圏の場を提供することはなかった。この編入

決定は，共同森林管理の努力を無視し，外来回路の機能を停止させるかたち

でトップダウンになされたといわざるをえない。

3．コミュニティ準拠の森林管理

　ソンゴロ村では，共同森林管理と並んでタンザニアにおける参加型森林管

理の両輪をなすコミュニティ準拠の森林管理についても，環境・森林評議会

が推進してきた。これは村落森林保護区の設定には至っていないが，斜面保

全と森林資源の持続的利用のデモンストレーションを目的とする活動として

行われている。村の「条例の制定と執行」記録によれば（表 1），1999年 2

月の評議会において，村準拠の管理や頓挫した共同森林管理とも一部関連す

る「環境・森林評議会条例」案が議論され，村では現在，2000年ごろの改定

案が実効性をもっている。

　この条例（表 2 ）は，私有地（第 1条）や森林保護区（第 2条）の在来種樹

木の無許可伐採，焚き火（第 3条），川沿い（第 4条）や急傾斜地（第5条）

での耕作，樹木を枯死させる行為（第 9条），そして森林保護区・森林プラ

ンテーションでの家畜放牧（第10条）を禁止している。また，森林保護区・

森林プランテーションでの薪採取（第 7条）と私有地での樹木伐採（第 8条）

の手続きと料金徴収について定め，さらに各世帯での衛生的な便所の設置

（第 6条）を義務づけている。この条例とは別に，2004年には樹木 1本の伐

採につきその場に 5本以上を植樹することを定めた村民会議宣言が採択され，

また2006年には環境を破壊する採石等の禁止などの合意事項が追加されてい

る。こうした条例や宣言・合意を踏まえ，評議会はそれらの確認や執行のた

めの協議を日常的に行うとともに，関連料金未納者の把握と督促，違反者の
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表 2　ソンゴロ村の環境・森林評議会条例

条文訳（2000年ごろ） 評議会メンバーによる注釈（2008年 8月）
第 1条 ムセセウェ（Msesewe），ムリンガリンガ（Mringar-

inga），ムフルフル（Mfurufuru）など在来種の樹
木を伐採した場合の罰金は15,000シリング。

私有地内の樹木にも適用される。倒木の危険を避
ける場合，あるいは経済的必要などがある場合に
は，許可を得て伐採することが可能である。

第 2条 ムルカ（Mruka），ロリオンド（Loliondo），シシト
（Shishito）， シ ャ ボ ロ イ（Shaboloi）， ム ク ユ
（Mkuyu）を伐採した場合の罰金は70,000シリング。

主として森林保護区内に自生する樹木の伐採を禁
じる条文であり，罰金の額を第 1条の違反より高
く設定している。

第 3条 村内どこにおいても火を燃した場合の罰金は3,000
シリング。

延焼防止のために設けるものであり，作物の葉茎
を燃やさずに耕地に鋤きこむことを求めるもので
ある。

第 4条 河川沿い15メートルの間で耕作した場合の罰金は
5,000シリング。

川沿いの土壌侵食を防止するだけでなく，「川沿い
の樹木は水を保全するため」にその伐採を禁止す
るとも理解されている。

第 5条 レミカ（Lemika）丘，キトール（Kitooru）丘，カ
ロイヤ（Karoiya）丘に設けた境界を越えて耕作し
た場合の罰金は10,000シリング。

評議会が設けた境界線を越えてこれらの丘の急斜
面を上部に向けて耕作することを禁止する条文で
ある。

第 6条 環境衛生（便所）について，罰金は5,000シリング。全世帯に衛生的な便所を設置することを義務づけ
るものである。

第 7条 森林内でチケットなく薪を伐採した場合の罰金は
1,000シリング。パンガ（農業用なた）・斧の所持
を発見された場合の罰金は1,000シリング。

森林保護区と森林プランテーションの両方に適用
される。チケットは200シリング／月で，支払いに
対して村の印鑑を押したレシートを発行する。た
だし，2008年現在，枯れ枝の採取・収集は無料と
解釈されている（条文はこれを「伐採」と表現）。

第 8条 ハゴロモノキ，メキシコイトスギ，ミシンダノ
（Misindano）のような販売木材用の樹木を伐採し
た場合の罰金は1本につき1,000シリング。これら
の樹木については村役場にて支払うこと。

私有地内の樹木伐採の手続きを定めるものである。
伐採希望者は村経由で県森林官に料金1,000シリン
グを支払う（条文の「罰金」という表現は「料金」
の誤りであろう）。

第 9条 さしたる理由なく木を枯らした場合の罰金は5,000
シリング。

在来樹種か商用樹種かを問わない。

第10条 森林内でウシ，ヤギ，ヒツジなど，あらゆる家畜
を放牧した場合の罰金は5,000シリング。

森林保護区と森林プランテーションの両方に適用
される， 1頭あたりの罰金である。下草採取は許
される。

（出所）　ソンゴロ村役場に保管されている文書資料ファイルより。
（注）　2000年までには起草されていた条例改正案（スワヒリ語）。以後，2003年までの間，村民
会議の議事要録の存在を確認することができず，この改正案の正式承認年月日や，州・県レベ
ルでの承認年月日は未確認である。貨幣単位はすべてタンザニア・シリング。
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取り締まりを行っている⑼。

　村の「斜面造林指令」記録によれば（表 1），急傾斜地での耕作禁止と造

林の指令は10年以上前から複数回出されてきたことがわかる⑽。1998年 7月，

組織されて間もない環境・森林評議会は， 3つの丘の斜面を保全するために，

土地境界票で画定した急斜面での耕作を禁止し土地所有者に植林を要請した。

これは評議会条例でも明示され（表 2，第 5条），土地所有者が斜面画定地で

耕作しないことに合意した記録もあり，2001年には評議会は村役場近くのレ

ミカ丘頂を許可なく耕作した者に罰金を科している。しかし，同年ダルエス

サラームから訪問した林業養蜂局長に対しては，斜面造林の試みは食糧生産

耕地の不足のため進んでいないことが報告されている。人々の生計安全保障

の観点からみて，斜面造林指令はレジティマシーを獲得したといえる状況に

はなかったと考えられよう。

　これに対して，環境・森林評議会は，急傾斜のため土壌侵食の恐れがある

村有耕地でデモンストレーションを兼ねて造林しはじめた。村の「育苗・造

林活動」記録によれば（表 1），2000年 1月に評議会メンバー 2人が自宅庭

先に村の育苗場を開設し，地元森林行政から資材の提供を受けてメキシコイ

トスギとハゴロモノキの苗木栽培を始めるとともに，村の森林・丘に植栽す

る樹木をすべて村の財産とすることが確認された。他方，村民に貸し出して

いた 4エーカーの村有斜面耕地が造林対象として確保されたが⑾，造林は財

源のない評議会の独力で進められるものではなかった。2001年までに 9回に

分けて定植が実施されたが，このうち 1回は学童が，もう 2回は村民の任意

団体が無償で行った。後者は環境保全活動を行うために小規模融資を受けた

女性グループであり，融資金で苗木を購入し，メンバー10人程度が無報酬で

定植したといわれているが，その活動は一時的なものに終わった。その後，

2006年 3月に新たに育苗場をひとつ設置することが決定され，次の造林計画

がはじまっている。

　2000年から2001年にかけて定植された最初の造林地は，現在すでに剪定・

間伐時期を迎えており，間伐材の販売によって管理労働者の賃金を支払う案
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が検討されている。評議会は，村有造林地関連の費用負担を村民に求めるの

は難しく，また管理には専門知識を要するので誰もが参加できるとは考えて

おらず，村準拠の幅広い参加の機運はない。これに対して，評議会メンバー

の 1人は「木の茂っている眺めは，村と来客にとっての名誉，すなわち自分

の家の庭にあたるものであり，環境をよく手入れしていれば，誰の目にもよ

く映るだろう」と述べている。こうした発言には，さらに見栄えの良さが外

部からの経済的支援をもたらすと考えている節もある。

　2002年以降，「斜面造林指令」記録は残されていないが，2007年11月には

県議会議長が依然として耕作が続けられ地力が低下し土壌侵食のあともみら

れるようになった丘を査察し，評議会メンバーが「命令」と受け取るかたち

で造林を要請したという⑿。これを受けて，2008年 7月，評議会はレミカ丘

の西斜面に耕地を所有する村民19人を招集し，彼らの土地に全面植林するよ

う改めて指令した。これは村役場近くの斜面耕地を対象としているが，それ

は「ひどさが目立ち，土壌侵食も一番深刻であるから」とされている。彼ら

は苗木の提供を条件にこれに同意し， 1人あたりわずか90本程度にすぎない

ものの，県からの供与が決定した。このようにして，「村の眺め・名誉」と

いう外に向けた「公共の善」のために私権を制限しようとする評議会の「村」

準拠の試みは，評議会という公的な場を舞台とした外来回路において，造林

指令を受けた人々からなかなかレジティマシーを与えられないまま，現在で

も続いている。

4．生計安全保障と公共圏

　さて，前述の通り，2008年に改めて造林指令を受けたのは， 2つの親族集

団に属する19の世帯である。親族集団 Aの在村男性土地所有者12人のうち，

5人はすでに斜面所有地に植樹を済ませており，残る 7人が今回の造林指令

の対象となった。このほか，指令対象斜面に土地を分けもつ親族集団 Bの

15人のうち，12人がこの指令を受けている。以下では，筆者が1999年から継
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続的に調査している世帯のうち，親族集団 Aの構成世帯 7つ，および今回

新たに加えた集団 A構成世帯 1つの斜面利用と生計概要を明らかにし，村

による森林管理の与える影響について検討する。

　斜面所有者のなかには，食糧作物連作による収量低下や土壌侵食の恐れを

実感し，1990年代に入って自発的にメキシコイトスギとパツラマツの植樹を

はじめ，15年前後の周期で皆伐・造林を行う者が現れつつある。これは，参

加型管理に先立つか，あるいは「公共の善」とは無関係な，個別的で自発的

なものである。一般に，中期的スパンで経済的利益を目指して行われる自発

的な造林の意思決定は，土地所有者の世帯のライフサイクルに左右されると

考えられるが，この関係は事例においても明確に現れており，これが造林と

非造林を分ける主要因である。すなわち，表 3に示すように，斜面造林をす

でにはじめていたのは，世帯主 5以下の 4人の壮・中年世帯主であったのに

対して，世帯主 4以上の 3つの中・高齢者世帯は造林していなかった。また，

最年長の世帯主 1についても，その息子である世帯主 6， 8が造林を担った

ので，同様の世帯ライフサイクル要因で理解可能である。造林世帯のなかに

は，世帯主 1， 5， 6のように土地所有面積の大きな世帯が含まれており，

なかには平地にかなりの耕地を買い足した例もある（世帯 6）。他方，世帯

主 7， 8のように所有地の面積が非造林世帯と大きく異ならない造林世帯も

あり，造林にあたっては食糧確保のための工夫が個別になされていると考え

られる。たとえば，世帯主 7は造林して間もなく苗木の間で作物栽培も続け

ているが，世帯主 8については造林の結果として起こりうる食糧作物の不足

分を耕地借入や林業収入，農外収入によって補っている。

　そうまでして斜面に造林するのは，そこを保全する意図だけでなく，経済

的動機のためといえる。より近年の造林例は，2000年の東アフリカ共同体再

設立による関税引き下げ，とくに2004年以降の木材輸出急増に連動した地域

木材価格の急上昇への反応と考えられる⒀。さらに，自発的に造林した壮・

中年の 5世帯は， 1例を除いて所有地において薪材を自給している。彼らは

剪定枝を薪として利用しており，国立公園に編入された森林保護区の与える
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資源に依存しないことで共同森林管理頓挫の影響を回避し，さらに森林プラ

ンテーションや村有造林地資源への期待もない。こうして造林世帯は森林管

理への参加動機をもたず，その生計戦略はかなりの程度，個別化していると

考えられる。

　これに対して，非造林の高齢者世帯 2， 3は借地を加えたとしてもなお経

営面積が極小であり，斜面耕地での食糧生産を犠牲にして造林する余裕がな

い（表 3）。そもそも，これらの世帯主は高齢のため，造林の決定を次世代

に譲りつつある。ただし，所有面積が相対的に大きい中年世帯主 4は，地域

の中心都市アルーシャで飲食店に勤務する不在気味の世帯主であり，まだ造

林を決定するには至っていない。これら非造林 3世帯は，すべて薪材を森林

プランテーションから採取していた。非造林世帯は親族同士ではあるが，造

林指令への共同対処や食糧等の相互支援を行っているわけではなく，やはり

生計を個別化させている。斜面耕地の地力が低下しているとはいえ，村がと

くに世帯 2， 3のような人々に対して造林指令を強行した場合，彼らは森林

保護区へのアクセス喪失による薪不足に加えて，食糧生産耕地の減少という

二重の打撃を受けるのである。すべての耕地が平坦地にあっても，それが小

さい場合には，薪材の一部を自給できても，残り大部分を森林プランテーシ

ョンに依存することは珍しくない。自己の土地で食糧確保を試みつつ，薪は

プランテーションに頼らざるをえないのである。

　指導層は「村」準拠の手続きに従い，県行政を含む外に向けて「村の名

誉・景観」を維持しようとしている。しかし，造林と薪材利用の実際を総合

すると，参加型管理が想定する共同行動ではなく，むしろ「個別化し階層化

した森林利用」景観がみえてくる。以上はひとつの斜面に限った情報ではあ

るが，ほかの斜面や川沿いに耕地をもつ世帯についても，造林の意思決定と

生計安全保障について，同じような世帯のライフサイクルと土地階層性の要

因が作用すると考えられ，造林指令が強制力をもった場合，参加型管理の外

来回路が彼らの問題に対応しない恐れがある。環境・森林評議会は，その場

の参加者たちにとって斜面保全のような地域環境問題を対等に話し合う公共
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圏であったとしても，生計安全保障を脅かされている人々の声に応えるもの

となっているとはいえない。

　しかし，森林保護区や森林プランテーションの与える資源に依存する世帯

の生計安全保障の問題が，共同森林管理の頓挫という外来回路の機能停止に

よって生まれ，外来回路による村準拠の森林管理によって単純に悪化したと

いうわけではない。なぜならば，環境・森林評議会という媒介制度・組織が，

社会関係の在来回路で結ばれた資源利用者，評議会メンバー，そして森林行

政担当者がかたちづくる公共圏に馴化するかたちで運用され，それが森林依

存世帯の生計安全保障問題を軽減する方向にあり，この評議会がレジティマ

シーをもって一定の役割を果たしていると考えられるからである。

　土地貧困世帯にとって森林プランテーションは主要な薪材調達先だが，薪

採取を担うのは学童と女性である。彼らは平日の放課後，雨天でなければ数

名連れ立ってメキシコイトスギのプランテーションに入り，とくに学童は身

軽さを発揮して生育中の木によじ登り，パンガを用いて枯れ枝を探り採取す

る。高齢者世帯や労働力の足りない世帯では，転出した親族の子弟（孫など）

を同居させ，薪を採取させる。こうした採取活動は，環境・森林評議会が中

心となって森林警備活動を頻繁に行っていた2000年，2001年当時には取り締

まりの対象であった。ところが現在，環境・森林評議会のメンバーは，採取

の対象が生木に残る枯れ枝であれば，森林プランテーション事務所に出向い

て許可を得ることなく，無償で採取することができると理解している（表 2，

第 7条についての評議会メンバーによる解釈）。評議会・村政府がこの件を村民

に向けて外来回路の「通達」のようなかたちで周知した形跡が，議事要録等

に残っているわけではない。しかし，共同森林管理の宙吊りとともに森林警

備活動が行われなくなったのち，生木からの薪材採取は在来回路による評議

会の運用によって黙認され，レジティマシーをもった資源利用となるに至っ

ているといってよかろう⒁。

　この森は，所有地のみでは薪材を集めることができずに生計安全保障の実

現を模索している人々の間のコミュニケーションの現場であり，そこに薪採
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取法の伝授や採取における協力関係など，「資源利用の共同性」を確認する

ことができる。こうした現場での共同性が，資源利用のレジティマシーを生

み出し，社会関係の在来回路で結ばれた資源利用者，評議会メンバー，そし

て森林行政担当者がかたちづくる，外来回路とは異なる公共圏の基礎となっ

ているのではないだろうか。共同森林管理や村準拠の森林管理は，人々の生

計安全保障を脅かしつつある反面で，環境・森林評議会の在来回路にシフト

し，こうした社会関係の在来回路に根ざした公共圏に馴化している。その範

囲で，この評議会はレジティマシーを獲得すると同時に，外来回路の失敗を

補う方向で運用されている。このように考えれば，ソンゴロ村は，「個別化

し階層化した森林利用」景観だけでなく，「公共圏に支えられた森林利用」

景観の側面もみせているといえよう。

第 3節　制度導入の進まない森林保護区
―ケニア中央部アバーデア山脈北東麓―

1．制度化の経緯と事例地域

　ケニアでは，1983年に始まる分権化が州・県レベルでの場当たり的な伐採

を助長し，これに1986年以降の構造調整による森林局（Forest Department）

職員削減と，汚職・人権問題などを理由とした援助凍結が重なり，森林行政

の能力は著しく低下した（Ongugo and Njuguna［2004］）。たとえば，本節で事

例とするセントラル州（Central Province）ニェリ県（Nyeri District）では⒂，

監視官の数が1985年の384人から2004年の43人に激減している（Kagombe and 

Gitonga［2005］）。この結果，森林プランテーションでは一時的耕作者が急増

し，コントロールできなくなった（Kagombe and Gitonga［2005］）⒃。さらに，

2000年代初頭には貧困層への土地供与を口実として森林保護区の指定が大規

模かつ不正規に解除され，また電力会社に対する電柱材供給の規制撤廃など
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が林産物市場を拡大したといわれる（Kenya, Republic of［2001，2002］，Ongugo 

and Njuguna［2004］）。しかし，環境・自然資源省の森林局による公式記録に

はインフォーマルな取引が含まれていないだけでなく，薪炭材販売禁止令，

動力鋸禁止令，禁伐令といった国策の効果を見積もることも難しく，経済自

由化そのものが与えた効果を評価することは容易ではない。

　いずれにせよ，とくに1990年代後半以来，森林破壊の問題に対処するため

にケニアでも法整備が進められ，ようやく2005年の新・森林法（Kenya, Re-

public of［2005］）によって，旧森林局のケニア森林局（Kenya Forest Service: 

KFS）への改組などと並んで，コミュニティ準拠の参加型管理が制度化され

た。これは，森林利用者が「コミュニティ森林組合」（Community Forest As-

sociations）を組織して森林の管理・保全に協力する代わりに，木材，薪材な

どについて一定の利用権を得るものである（Matiru［1999］，Kenya Land Alli-

ance［2004］，WWF-EARPO［2007］，佐藤［2007］）。この新・森林法は2007年

2月に施行され，2009年 3月現在，ニェリ県では地域別に設立された少数の

コミュニティ森林組合の傘下に個々の森林利用者集団が糾合するかたちがで

きあがりつつあり，コミュニティ森林組合を通して対行政および集団間の利

害調整が図られつつある。

　参加型手法の制度化から間もないケニアについては，タンザニアのように

参加型森林管理の全国状況を概観して事例を位置づけることを可能にする資

料を入手しえていないが，もちろん参加型管理の経験が皆無なわけではない。

たとえば，セントラル州のアバーデア国立公園（Aberdare National Park）およ

びアバーデア森林保護区（Aberdare Forest Reserve）では，新・森林法の施行

よりも前に遡って，一種の参加型管理の実績がある。ケニアとイギリスに本

拠をおく慈善事業団体ライノー・アーク（Rhino Ark）は，1988年に基金を創

設して，ケニア野生生物局（Kenya Wildlife Service）や地元住民と協力しなが

ら，山間部の広大な森林保護区を取り囲む電柵を建設して，近隣住民への獣

害を軽減し，違法な森林利用を抑え，林産物の持続的利用を模索しはじめた

のである。ニェリ県に含まれるアバーデア山脈の北東部は，1994年に完了し
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た第 2期の事業によって電柵をもつに至った⒄。これに対応して，たとえば

近隣のキアンボゴ（Kiambogo）村では（図 3），電柵からおよそ 1キロメート

ル以内にあるキクユ（Kikuyu）人の60世帯ほどが2001年に自助グループを結

成して森林管理に参加しはじめた。彼らは，電柵に設けられた 2つのゲート

の管理や警備活動と引き換えに，家畜の林内放牧，水利用，薪採取を続ける

権利を確保している。この自助グループは，参加型管理の媒介組織（図 1）

と考えることができる。これは一種の住民組織ではあるが，森林保護の強化

に対応するために生み出されたものであり，行政・NGOとともに資源をめ

ぐる公共圏を形成し，部外者からみてより透明な外来回路を経由して資源管

理に関わる利害関係調整を行い，資源を利用している。

N
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図 3　ケニア中央部・アバーデア山地北東麓地域

（出所）　ケニア森林局の GISデータなどをもとに筆者作成。
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　本節では，このようにいわば強い外圧によって参加の媒介制度・組織の形

成が促進された事例とは対照的に，そうした圧力が不在であって，参加型管

理の導入そのものが進まず，そのため社会関係の外来回路が人々を結んでい

ない事例として，アバーデア山脈北東麓，ニェリ県北部の南ライキピア森林

保護区・北部区域（South Laikipia Forest Reserve［North］）に隣接する A村を

取り上げ，「資源利用の共同性」のあり方に接近する（図 3，A村の位置は示

すのを控えた）。この一帯は年平均降水量720ミリメートル（1964～2001年，近

隣のラムリア［Lamuria］測候施設）程度の半乾燥地域であり，マサイ（Maa-

sai）人の放牧地であったが，植民地化とともに白人農牧場となった。独立後

には，土地購入会社に出資してそれら農牧場を購入・分割するか，あるいは

ハラカ計画（Haraka Scheme）という政府の再入植プロジェクトによって旧白

人農牧場の再配分を受けるかしたアフリカ人小農が，1970年代～1980年代に

入植して形成した再入植村が広がっている。彼ら，あるいはその両親のほと

んどは，在来村を抱えるニェリ県南部出身のキクユ人である。

2．森林保護区の「破壊」と資源利用の再マッピング

　A村は，ニェリ県キエニ・ウエスト地方（Kieni West Division）ムグンダ郡

（Mugunda Location）に含まれる。この一帯の半乾燥地域へ向けては，県南の

湿潤で人口稠密な在来農村から人口流出が続いており，ムグンダ郡の人口は

1989年の6300人から1999年の 1万1641人へと急増している。同郡に位置する

南ライキピア森林保護区・北部区域は，人口増加につれて森林から灌木林へ

と大きく変化した（Lambrechts et al.［2003］）。とくに大径高木は建材として

ほとんど皆伐されており，資源へのアクセスは開放状態に近く，これは新制

度が想定する問題ある森林の典型例といえよう。

　ニェリ県を管轄する地方森林行政（KFS出先機関）は，参加型管理の導入

に合わせてこの森林保護区の周辺住民を啓発し，新法の規定するコミュニテ

ィ森林組合の傘下に組み入れるべき森林利用者集団を結成させようと試みた
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という。それとの直接の関連は不明だが，2007年には保護区資源の利用から

の脱却を目指す女性自助組織の設立が企てられたこともあった。これは，森

から薪炭材を採取する30人ほどの女性が，頼母子講方式の家畜入手，土地借

用による野菜生産など，保護区資源以外の現金獲得機会を得ようとして着手

したものであったという。しかし，資金が集まらず，この組織は2008年 3月

時点で休止状態となっていた。また，ケニアの村落は組織化の基盤としてタ

ンザニアのような村議会をもたず，A村では行政当局が任命する村落長老も

そうした組織の核とはなっていない。新制度に対する A村の反応は男女を

問わず芳しくなく，資源管理のための媒介制度・組織が不在の状態である。

　森林行政および地方当局は，森林利用者の組織化が低調な理由を「保護区

資源はすでに破壊し尽くされており，人々にその管理に参加する経済的動機

がないため」と理解し，さらに資源利用の全面禁止を展望しつつある（2007

年 2月28日の県森林官および同年3月19日のムグンダ郡チーフへの聞き取りによ

る）。すでに述べたように，一般に薪炭材のような非木材林産物の利用は過

小評価される傾向にあり，以上の当局の弁にある通り，その利用者が資源管

理に参加して得る便益は少ないと判断されかねない。しかし，事例保護区は

「破壊」されてはいても，A村民にとっては依然として自家消費の森，現金

収入の森，そして協力関係の森であり続けている。

　A村では，ほぼすべての世帯の女性が問題の森林保護区において自家消費

用の薪材を採取している（178世帯686人，2007年12月の行政調査による）。また，

とくに「学齢期の子息を抱える世帯の食費・学費を工面しようとする女性」

は製炭活動にも従事しており，彼女らの世帯はおよそ50である。森林保護区

からの薪材採取については，県森林行政に対してライセンス料を毎月支払う

ことを条件に 1日 1束の枯れ枝採取が認められてきたが，現在はほとんど支

払われることなく採取されている。また，生木採取と製炭は違法行為である。

このため，薪炭材採取者と森林官・警察官の間には金銭の授受がみられる。

製炭はこうした関係の在来回路によって維持されており，それは人々にとっ

てレジティマシーをもった資源利用活動として一般化していると考えられる。
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この森林保護区ではアバーデア森林保護区のように囲いを設けて物理的にア

クセスを制限しておらず，参加の外来回路を通してそうした制限に対応する

必要のないことも，公的な組織化が進んでいない一因であろう。

　金銭授受を含む社会関係の在来回路が資源利用者と行政担当者を結び，そ

れが生み出しているコミュニケーションの場面を公共圏と理解して検討を加

えることは可能であろう。しかし，ここでは両者の関係を掘り下げて公共圏

のプロセスを考察することや，現にある資源利用の便益が参加型管理の推定

費用を上回って参加の経済的インセンティブが存在するのかどうか，また参

加に踏み切ることなく金銭授受を続けるインセンティブと参加のインセンテ

ィブのどちらが大きいのかを吟味することはできない。以下では，過小評価

されがちな薪炭材採取の実態と製炭活動について再マッピングすることを通

して，資源の経済的意義，とくに生計安全保障上の必要が生み出している

「資源利用の共同性」のあり方を明らかにし，また資源利用・管理が生計安

全保障上の重要課題であることを示したい。

　すでに述べたように，用材伐採に比べ薪炭材採取は過小評価されがちなの

で，とくにその実態を詳細に把握する必要がある。このため，協力的な製炭

者 1人に絞り，参与観察と採取物の計測を行った。対象とする女性採取者は

県南農村の出身であり，幼少時の1970年に両親とともに県北に入植し，薪炭

材採取の知識と経験を蓄積してきた。1976年に結婚し，A村での生活を始め

たが，調査時点で彼女の夫は引退後の高齢者で，学費その他を稼得するのは

彼女の役目となっていた。

　南ライキピア森林保護区・北部区域では，伐採後の根株から芽吹くひこば

えの生育，すなわち萌芽更新にある程度依存しながら薪炭材が利用されてい

る。在来種の萌芽更新は，干ばつや病虫害に対して強く，実生更新よりも迅

速であり，好適な薪炭材を与え，土壌肥沃度の維持もより容易であるという

特徴をもっており，ケニア中央部（Kennedy［1998］）や南アフリカ（Kaschula 

et al.［2005］）の利用事例が報告されている。しかし，樹木の萌芽更新に頼

った資源利用の実態・制度については検討がはじまって間もない（Wynberg 



第 3章　東アフリカ農村における森林資源管理と生計安全保障　127

and Laird［2006］，上田［2008a］）。以下ではその実態についても触れることに

したい。

3．薪炭材利用の共同性

　さて，観察期間（2008年 3月 6～22日）のうち，対象者が薪炭材を採取し

たのは12日であり，自家消費用薪材の採取 5回，製炭販売用の採取10回，合

計15回の採取トリップが行われた。このうち自家消費用の 2回，製炭販売用

の 9回に同行し観察・計量を行った。

　採取空間は採取者の居住地と森林保護区内の丘頂の間に帯状に展開してお

り，同様の採取帯が保護区の周囲を囲む人々の居住地それぞれからこの丘ま

で求心状に延びている。採取をはじめるにあたり，自家消費用の薪材採取ト

リップか，製炭販売用トリップかはすでに決まっており，それぞれに適した

樹種を中心に採取する。自宅から出発してほどなく毎回の進路は分岐してい

ることから，採取予定地をあらかじめ決めてそこに直接向かっていることが

わかる。しばらく採取しに入っていない場所に赴き，そこの資源状態を確認

しつつ，目的に適った樹種を採取する。過去に伐採され，残された株から萌

芽更新した樹木の一部や，伐採後に枯死した樹木の根株（萌芽更新樹種であ

るか否かを問わない）が採取される。後者の場合，株を斧でいくつかに割り，

根こそぎ採取する。毎回の採取場所はよく記憶されており，重複しないよう

少しずつ移動しながら採取が行われている。「この一帯はすでに他人が随分

と採取している」といった発言や，隣（前日の採取場所）で他者の振るう斧

の音がした，あるいは運び残しの採取物を現場の茂みに隠して帰還し早めに

取りに戻る，といったことから判断して，排他的な採取テリトリーは存在し

ない。また，何らかの利用者組織による採取のコントロールも不在である。

幹の伐採後，切り株から萌芽した枝が薪炭材として十分に生育するまでの年

月，伐採した区域での採取を禁止するような禁伐区域・期間についての合意

は，非公式なかたちにおいても確認できない。
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　採取自体は単独活動だが，とくに製炭販売用の場合には女性 2～ 3人のパ

ーティを組んで行うことが多く，採取空間を共用すると同時に，荷造りと担

い上げにおいて共同する。調査対象とした採取者の場合，同行者としてもっ

とも多かったのが，姻族（兄弟の妻の姉妹）だが，息子の妻も同行すること

があった。いずれの場合も，本人は年長の熟達者として助言等を行っていた。

採取時の協力関係は，製炭時にも及んでいる。炭焼き場は，採取物の搬入が

容易なように，森林保護区の近傍に設けられることが多い。調査対象者は保

護区のすぐ外に炭焼き場をもっている。これに対して彼女の同行者は離れた

ところに居住しているため，調査対象者と協力関係を結ぶことによって製炭

の機会を確保している。

　採取物を計測した10回の採取トリップについてみると，採取樹種の重量ベ

ースの平均構成は，萌芽更新すると認識されている種の生育している株の一

部と，しないと認識されている種の枯死した根株が，半々となっている（図
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4，計）。自家消費向け採取は「非萌芽更新種」を，製炭販売向け採取は「萌

芽更新種」を中心としている（図 4）。自家消費用の薪材のトリップあたり

採取量は47キログラムであり，萌芽更新せず，かつ軽くてすぐ燃え尽き木炭

材として劣るとされるムタラクワ（Mutarakwa: Juniperus proceraあるいは Afri-

can pencil cedarのキクユ語名）の根株（建材として皆伐後の残留部位）が大半を

占める。他方，製炭販売用の採取量はトリップあたり69キログラムで，萌芽

更新すると認識され薪材としても好適なムキニェイ（Mukinyei: Euclea divino-

rumのキクユ語名）とムンデレンドゥ（Munderendu: Teclea simplicifoliaのキクユ

語名）が多く，さらに萌芽更新せず，かつ木炭材として優れているとされほ

とんど伐採されてしまったムテロ（Mutero: Olea europaea subspあるいは African 

wild oliveのキクユ語名）の根株が多くなる⒅。

　採取においては，樹木の萌芽力を失わせない配慮が存在している。萌芽更

新樹種のなかで主な採取対象となっているムンデレンドゥの場合，「その根

株は硬くてゆっくりと更新するが，切り口が乾いていれば根が朽ちており，

萌芽しないので，そうした根株を選び，掘り起こし割りとっている」という。

また，同じく萌芽更新樹種であるムキニェイについては，「根株は軟らかく

て更新速度が速く，切り口が朽ちていても根は力をもっており，萌芽するの

で，根株を丸ごと採取することはない」とされる。すなわち，どちらの樹種

であれ生木を採取せず，また更新能力のある樹木の完全伐採を避けるよう配

慮していることになる。採取者が共有するこうした在来知が両樹種の萌芽実

態と整合した理解であるかどうか，また樹木保全の効果をあげているかどう

かは判断できないが，彼女らが両樹種の萌芽力を認識したうえで，その力を

失わせないように採取しようとしていることは確かである。

4．製炭と生計安全保障

　対象とした採取者は，製炭を 1カ月に 2回程度，周年行っており，採取物

の製炭・販売率は60～75％である（原料重量ベース）⒆。採取者の世帯の構成
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人数は，成人 2人，在村・独立前の子供・孫 3人である。計量対象とした 8

回の製炭・販売用の採取トリップのうち，最初の 5回によって得た343キロ

グラムの採取物が一度の炭焼きに用いられた。これらを互い違いに井桁に組

み，その全体をムキニェイの枝葉で覆い，それに炭粉・土を山のように被せ

た上で点火し，4.5日かけて蒸し焼きにした結果，大袋（42キログラム程度）

で2.5袋，販売額750ケニア・シリング相当の木炭が生産された。月に 2回製

炭すれば 5袋得られるはずであり，その収入は，一日仕事となる20×15ウパ

ナ（Upana：スワヒリ語で歩幅のこと）の土地の耕起労賃（200ケニア・シリン

グ）ほぼ 8日分に，また 5～ 6人家族のメイズ夕食 1カ月分の近隣交易セン

ターでの購入金額に相当する（ 1食につきメイズ粉 2キログラム，40ケニア・

シリングとして計算）。

　対象世帯は，薪炭材採取の調査対象とした妻が管理する土地11エーカーに

生計を依存している。河川からは離れており，灌漑農業はできない。調査時

点でジャガイモは自給していたが，過去 1年，干ばつによりメイズの収穫は

ほとんどなく，小麦は90キログラム播種して90キログラム収穫できたのみで

あった。調査年においては学費支出を優先させたため，小麦作は行わなかっ

た。これら主食については売却するほどの収穫量には達しておらず，むしろ

木炭売却益ほかで不足分を購入しているのが実情である。

　対象地域は木炭生産・消費の地域システムの一部として，都市と密接な関

連をもっている。セントラル州の州都であり，ニェリ県の県庁所在地である

ニェリ市の中心部には，「ケニア・アフリカ人木炭商人」（Kenya African Char-

coal Dealers）らの木炭共同集積所があり，そこで30人ほどの業者が木炭の卸

売り，小売りを行っている。常時数百袋の木炭が商われており，樹種にかか

わらず，2008年 3月には 1袋（42キログラム）が700ケニア・シリングで販売

されていた。A村を含む県北の森林保護区近傍農村や北接するライキピア県

が製炭地である。ニェリ市から A村へは買付け商人が 2日おきに入ってい

たが， 4～ 7月の寒冷期には都市で暖房用の木炭需要が増加するので，ほぼ

毎日買付けにくるようになる。この季節は雨季であり農繁期なのだが，製炭
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量に大きな季節変化はないと認識されている。干ばつに影響されやすい土地

柄，対象世帯にとって製炭は食糧補充購入と学費等捻出のための主要な現金

収入機会となっている。農産物の収穫が不安定である以上，製炭収入を定期

的に確保することが生計安全保障上非常に重要であると考えられる。

　これまで，行政による南ライキピア森林保護区・北部区域の管理は非常に

緩やかであり，人々の生計安全保障を大きく脅かすことはなかった。そうし

たなか，人々はそれぞれに「協力関係に支えられた森林利用」を展開して生

計を維持してきた。薪炭材の確保を支えている採取現場での「資源利用の共

同性」，そしておよそ 3割の世帯にとって不可欠な生計要素であると考えら

れる製炭における「共同性」が，製炭世帯だけでなく非製炭世帯をも含む

人々の資源利用のレジティマシーを生み出しているのではないだろうか。生

計安全保障における非木材林産物の日常的利用の重要性は明らかであり，参

加型森林管理を導入するまでもなく，既存の仕組みが機能し続けていると考

えられる。

　これに対して，新制度導入を試みつつある行政は，人々による資源の利

用・管理の動機とレジティマシーを否定することになりかねず，今後が危惧

される。行政担当者の理解は，高木伐採という「破壊の前科」のみに注目し

て非木材林産物利用を過小評価し，人々がもはや経済的動機をもたないため

に参加へ向けての組合化が停滞していると考え，彼らの参加抜きの管理強化

を展望している点で，不適切であるといわなければならない。また，高木の

建材としての伐採は男性中心の活動であると考えられることから⒇，薪炭材

利用という女性による自給ないし自給補助的な活動そのものが過小評価され

ているということもできよう。先に述べたように，高木皆伐後も資源を利用

し続けている女性の組合化が停滞しているのは，アバーデア森林保護区に隣

接するキアンボゴ村のようにアクセスが物理的に制限されておらず，参加の

場で資源利用・管理のレジティマシーを主張する必要を人々が今のところ感

じていないため，さらには組合化による外来回路を通した資源管理が自らの

製炭に与える影響を懸念しているためと考えるのが自然であろう。
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第 4節　考察

　本章では，人々の生計安全保障を左右する共有・共用資源をめぐる在来知

や協力関係のように，相互了解された資源利用の制度・組織・慣行を「資源

利用の共同性」と表現し，これが資源の利用・管理にレジティマシーを付与

する基礎となるものと理解してきた。こうした資源の利用制度・組織や，さ

らに参加型資源管理のための媒介制度・組織は，社会関係の在来・外来回路

で結ばれた資源利用者，媒介制度・組織の構成員，森林行政担当者，NGO

関係者などによって運用されている。これらの主体の間に展開されるコミュ

ニケーションの場こそが，農村部に生まれた資源をめぐる公共圏である。こ

こではとくに，過小評価されがちな薪炭材を取り上げ，それをめぐる共同性

が具体的に現れるコミュニケーションの場面の特徴を，文書資料や参与観察

にもとづいて検討してきた。その結果，土地貧困世帯や製炭世帯のように，

少なくない人々が生計安全保障上の必要から森林に日常的に依存し，その経

済的価値を認めているのにもかかわらず，村指導層や行政は「森林利用景

観」の全容を適切にとらえているとはいえない実態，また導入された参加型

制度が社会関係の在来回路で結ばれた諸主体のかたちづくる公共圏に馴化し

ている実態，あるいは導入自体が進まない実態に光をあてることとなった。

　タンザニア・ソンゴロ村は，自然資源・観光省下の林業養蜂局との間で共

同森林管理を進めるための媒介制度・組織として，環境・森林評議会を設置

した。これは参加型の利用・管理を目的とする外来回路によって機能しはじ

めたが，森林管理をめぐるより広い範囲にわたる利害関係を調整する基盤と

なることはなかった。この外来回路はタンザニア国立公園局によるメル森林

保護区のアルーシャ国立公園への編入によって機能しなくなり，評議会は森

林保護区・プランテーションでの警備活動も行わなくなった。他方，評議会

は条例の制定・執行をはじめとする外来回路を通して「村」準拠の斜面造林

を試みている。しかし，これは土地貧困世帯の生計安全保障を脅かす恐れが



第 3章　東アフリカ農村における森林資源管理と生計安全保障　133

あるためレジティマシーを獲得していないだけでなく，自発的造林と薪材自

給を達成している土地富裕世帯に森林管理への参加のインセンティブを与え

ることができず，形骸化している。このように，村民の幅広い参加とは程遠

く，この村は「個別化し階層化した森林利用」景観を示している。

　だが，重要なのは，森林プランテーション資源に依存する世帯の生計安全

保障の問題が，在来回路によって軽減されていると考えられることである。

プランテーションでの生木からの薪材採取には「資源利用の共同性」をみい

だすことができるが，これは枝打ち作業を必要とする森林行政によって黙認

され，また条例の解釈にみられるように評議会メンバーによっても黙認され

て，レジティマシーをもった資源利用となっている。そして評議会の運用は

在来回路にシフトし，社会関係の在来回路で結ばれた資源利用者，評議会メ

ンバー，森林行政担当者のかたちづくる公共圏に馴化して，それが人々の生

計安全保障と森林行政との利害関係調整を実現させているといえよう。この

事例は，こうした「公共圏に支えられた森林利用」景観という面をあわせも

っている。

　アルーシャ国立公園は，「人間抜きの自然」という虚構を生産して地元民

抜きの管理を正当化するとともに，植民地期より政財界をその観光収入に依

存させ続けてきた（Neumann［1998］）。本章で取り上げた森林保護区の国立

公園への編入も，こうした自然の「囲い込み」とも表現できよう21。しかし，

そのような「国家による強く厳しい森林管理」は事実の一面であって，その

すべてではない。その反面で，導入された媒介制度・組織は在来回路のうえ

に成立した公共圏に馴化し，国立公園の外部にある森林プランテーション資

源の利用と管理にはレジティマシーが与えられている。そして，媒介制度・

組織は利害関係を調整し，トップダウンの管理がもたらす森林アクセス問題，

生計安全保障問題をある程度は緩和していると考えられる。こうした在来回

路を通した制度運用の全容を把握することは容易ではないが，それは度外視

できない重要な役割を果たしているといえよう。

　ケニアからは，参加型制度の導入が進まず資源管理のための媒介制度・組
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織も形成されていない事例を取り上げた。「森林資源を破壊し尽くした人々

にそれを管理する動機はない」とする行政側のとらえ方は，まさに女性によ

る非木材林産物の日常的利用を過小評価している。実際には，一採取者の観

察を通して明らかとなったように資源利用には共同性がみられる。「破壊」

された森林保護区では「協力関係に支えられた森林利用」景観が展開してお

り，それは依然として人々の生計安全保障上，重要な意味をもっている。そ

して参加型管理の導入は進まないものの，今のところ資源の管理と利用には

レジティマシーが存在している。すなわち資源は緩やかに管理されており，

薪炭材利用世帯の生計安全保障が著しく脅かされる状況にはない。社会的に

容認された金銭授受の社会関係を通して資源利用を続けてきた人々は，この

在来回路が有効な間はあえて資源管理に参加するには至らないであろう。し

かし，参加型管理のために人々の負担すべき費用を推定し便益から差し引い

たうえで参加の経済的インセンティブの有無を論じることなく，また非経済

的な参加阻害要因を検討しないまま，行政が人々の参加動機をなしと判断す

れば，それは人々が管理に参加する根拠・レジティマシーを否定して，全面

禁伐のトップダウン的な管理の余地を残す恐れがある。

　こうした動きが財源不足の行政の範囲に留まる間は，保護区の「破壊」を

放置してきたこれまでと同じく，トップダウンの管理は実効性をもたないか

もしれない。しかし，アバーデア森林保護区の電柵に隣接するキアンボゴ村

や国立公園に編入されたメル森林保護区のように，国際的な NGOが大きな

介入力を発揮する例は珍しくない。もちろん，NGOのなかには資源利用者

本位に活動するものもあるだろうし，人々も NGOをしたたかに利用して生

計安全保障を実現しようとする場合もあるだろう。だが，新自由主義化のな

かで政府の統制を受けながらもそれを上回る資金力をもって活発化した

NGOが，人々にアカウンタビリティや透明性のある「市民社会」的資源利

用者たることを求め，また全面禁伐などを実施するような強力な主体として

森林管理に関わった場合，資源の利用と管理をめぐる既存の社会関係はイン

フォーマル視され，それまでの資源利用のレジティマシーが否定される可能
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性がある。そうした恐れのあるときには，利用者本位の資源利用マッピング

を実践して，彼らの資源利用のレジティマシーを再主張する必要が生じる。

その際に初めて，利用者と NGO関係者・行政担当者を結びつける社会関係

の外来回路，それが生み出す公共圏，それらによって運用される参加制度が

意義をもつことになろう。

　資源利用のレジティマシーは，生計安全保障を目的とした資源の利用制

度・組織のかたちで人々の間に形成されてきた共同性に根ざすものであって，

それは「コミュニティ」万能論を展開しがちな市民社会プロジェクトや森林

行政のよって立つ「公共性」に調和するとは限らない。本章では，こうした

作業仮説を十分に補強するには及ばなかったものの，資源利用の共同性をレ

ジティマシー形成の代理変数とみなしながら検討し，この共同性が生計安全

保障の実現にとって根本的に重要であることを， 2つの事例を通して示すこ

とができたと考える。それは，タンザニア・ソンゴロ村については森林プラ

ンテーションでの生木からの枯れ枝採取をめぐる技術と協力関係に，またケ

ニア・A村の場合は薪炭材の採取と製炭における在来知と協力関係にみるこ

とができる。これらの共同性は，現状では親族を中心とした少人数の範囲に

限られ，それが多数分立するかたちを呈しており，管理に公的な影響を与え

るほど広範な，アソシエーションと呼べるものにただちに展開しうるわけで

はない。しかし，これは多くの資源利用者が生計安全保障を実現するために，

日常的に，いたるところで生み出している共同性であるために，それだけレ

ジティマシー形成とそれをめぐる交渉の幅広い根拠となりやすいともいえよ

う。こうした共同性を土台とし，それに働きかけるかたちで資源の保全策を

講じることが，参加型資源管理制度を外部から導入するよりも効果的な場合

もあるだろう。資源利用の共同性を過小評価することなく，その実態を分析

することが求められている。

　もっとも，資源利用の共同性とレジティマシーが資源の持続可能性を自動

的に保証するとは限らないことにも留意する必要がある。資源利用の共同性

を過大に評価すると，人々の持続不可能な資源利用を正当化してしまう恐れ
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があることに注意すべきである。コミュニティ準拠の自然資源管理に人々の

資源利用に関する在来知を組み込むことが重要であるとの指摘は多くなされ

ているものの（たとえば，Sibanda［2004］），「伝統的社会」の人々が自然資源

を持続的に利用するとは限らないことを指摘する研究も，1990年代に入って

以降，増加している（たとえば Fennell［2008］）。ケニア・A村での薪炭材採

取については，森林保護区での高木皆伐後，人々が資源の減少に直面したの

ちに初めて，萌芽力の維持に配慮した現在のかたちの在来知を生み出した可

能性を否定できない。そうした在来知が資源の持続的利用を実現するかどう

かは未知数であり，これを参加型手法によって管理に組み込むことが，資源

の中・長期的な保全を可能にするとは限らない。したがって，開放アクセス

資源をめぐる社会的ジレンマの恐れについてはさらなるモニタリングが必要

であり，ここでは判断を留保せざるをえない。しかし，「予防原則」の立場

を採用して，採取法や禁伐区域・期間の設定，製炭販売率の上限などについ

て合意を模索することが，持続的な資源利用と生計安全保障にとって重要な

ことは確かであろう。参加型の公共圏形成の試みは，その一法でありうる。

　資源利用の共同性を過小にも過大にも評価することなく，それが資源利用

のレジティマシー形成とそれをめぐる交渉にどのように関わり，社会関係の

回路で結ばれる諸主体がなすさまざまな「公共圏」が資源の利用・管理をめ

ぐる合意形成においていかなる役割を果たすのかを，さらに検討していく必

要がある。その際には，公共圏の形成プロセスにも注意を払う必要があろう。

在来知や協力関係を無理なく共にできるところまで社会的排除を進めた結果

として公共圏が成立している場合には，それがさまざまな人々の間の利害関

係を調整し，合意を形成する場になるとは考えにくいからである。本章では，

資源をめぐる公共圏において異なる意見の討論・コミュニケーション，そし

て合意形成がいかに進められているのかというプロセスの問題について一定

の情報を提供することができたものの，用いた資料と行った参与観察の性格

のために十分な議論を展開することができなかった。これらについては今後

の課題としたい。
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おわりに

　東アフリカの参加型管理は，森林に限らず，野生生物，水産物，水などを

対象として多岐にわたっており，そのあり方は，そうした自然資源に依存し

ながら生活する人びとにとって生計安全保障上の重要な意味をもっている。

こうした地域に参加型管理を導入するのにあたっては，持続的環境利用への

配慮だけでなく，資源アクセスをめぐる社会関係のあり方が貧困層の生計安

定化に貢献するのか否かに十分な関心を払うべきであろう。とくに，過小評

価されがちな資源の利用と参加の経済的インセンティブの実態，資源の利用

と管理をめぐる社会関係のあり方，そして参加のために設けられた制度・組

織の動態について，分析するのが有益であろう。その際，資源利用の共同性，

レジティマシー，公共圏という観点から人々の自然資源利用・管理と生計安

全保障の問題にアプローチすることによって社会的ジレンマ不可避論と「コ

ミュニティ」万能論のどちらにも偏ることなく問題を考える余地が，まだ広

く残っているのではないだろうか。

　参加の場を提供する政府や指導層が理解する人々の資源利用の景観が適切

かどうかを点検し，資源管理が生計安全保障を脅かす場合には，人々の資源

利用・管理にレジティマシーを与える根拠となるはずの「資源利用の共同

性」のあり方に遡って資源利用実態を描きなおす「再マッピング」が重要で

ある。新自由主義的な経済運営によって深刻化したといわれる貧困の削減を

目指した研究・実践が試みられている現在，人々の生計の実態と資源管理に

対する彼らの関わり方を適切に理解することが求められているといえよう。

〔付記〕

　本研究は，日本学術振興会・科学研究費補助金・基盤研究A「東南部アフ

リカ農村における食糧確保と生業展開に関する社会経済的研究」（研究代表

者：京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科・池野旬教授）の研究分担
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者として，また同・基盤研究B「ケニア中央部における定着農耕民の生計

戦略と地域システムに関する環境地理学的研究」の研究代表者として，タン

ザニア・ケニアにおいて2007～2009年に行った現地調査にもとづいている。

［注］
⑴　これは「コモンズの悲劇」と呼ばれてきたものだが，本来「コモンズ」と
は共同利用・管理のための規制がかけられている地域資源のことを指す。し
たがって，正確には，「開放アクセス状態にある資源の悲劇」と表現すべきも
のである（井上［2004］）。

⑵　非木材林産物には，販売用の木材を除き，食糧，医薬品，飼葉，繊維など
に用いられる森林資源を含め，さらに日常的に利用される薪や建材を加える
場合と（Shackleton and Shackleton［2004: 136］），これらから薪を除く場合が
あるが（Wynberg and Laird［2006: 476］），本章ではほかの資源と同じように
利用が過小評価されがちな薪炭材を非木材林産物に含める。

⑶　もっとも，利用者は便益を減少させる金銭授受を常に肯定するわけではな
いだろうし，また資源を持続的に利用するために管理への全員参加が望まし
いものの，それが実現しないために，正当化はできないけれども金銭授受に
関わっている可能性も考えられる。人々が経済的合理性や資源の持続可能性
をどのように斟酌しながら資源利用にレジティマシーを与えるのかという問
題は興味あるテーマだが，本章ではそうした議論には立ち入らない。

⑷　2006年現在，共同森林管理はタンガ（Tanga）州130村，モロゴロ（Moro-

goro）州93村，プワニ（Pwani）州85村，キリマンジャロ（Kilimanjaro）州72
村，イリンガ（Iringa）州71村で進められているが，費用・便益の分配をめぐ
って不明な部分があるためか，合意が締結されたのは149村に留まっており，
生み出された収入も少ないといわれている。他方，コミュニティ準拠の森林
管理を進めているのはシニャンガ（Shinyanga）州の348村，イリンガ州の122
村，ムワンザ（Mwanza）州の101村であり，329村が村有地森林保護区を宣言
している（Tanzania, the United Republic of［2006］）。

⑸　ソンゴロ村の村政府は，村長 1人と村議会議員20人（13人の一般枠と， 7
人の女性枠）， 4村区の村区長（以上，いずれも公選職），そして県によって
任命された村行政官 1人からなる。2005年選挙による現体制において，一般
枠議員のなかに女性は含まれていない。2008年 8月現在，環境・森林評議会
のメンバーは 9人，うち女性は 2人である。
⑹　村政府の責務は，条例の制定と執行，森林官との協力，懲戒集会の開催な
どとされた。環境・森林評議会の責務は，森林関連の作業計画と林産物の利
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用計画の策定・執行，森林警備活動の実施，メル・ウサ森林プランテーショ
ン事務所への活動報告書の作成，森林法の村民への周知などとされた。村民
の責務は，森林警備活動への参加，村との協力，法と決定事項の遵守，森林
破壊行為の報告など，そして森林行政の責務は，村・政府間の合意の策定，
森林管理計画策定における村との協力，育苗場開設などの専門知識の供与な
どと確認された。
⑺　このほか，「対外関係・折衝」記録には近隣村との関係についての 4件の審
議・活動事項が記されている。
⑻　メル森林保護区のアルーシャ国立公園への編入を提言したのは，セレンゲ
ティ（Serengeti）国立公園のコミュニティ保全監視員やアルーシャ国立公
園監視員として働き，また Africa Wildlife Fund/USAIDが資金を拠出するプ
ロジェクトのタンザニア国立公園局側コーディネーターでもある人物が率
いた特別委員会であった（The Arusha Times on the Web, January 15-21, 2005, 
http://www.arushatimes.co.tz，および AWF 2003-2004 Charlotte Fellows,　http:// 

www.awf.org/success/2004charlo，2007年 8月30日アクセス）。そして，2003年
までにはタンザニア国立公園局によって森林保護区編入後のアルーシャ国立
公園の境界線を示す地図が作成されていた（メル・ウサ森林プランテーショ
ン事務所での収集資料）。なお，この編入部分は現在，メル動物保護区（Meru 

Game Reserve）と公称されている（Tanzania, the United Republic of［2008］）。
⑼　2003年 3月には村内において隣村ムララ（Mulala）の村民と隣国ケニアから
の入国者のチェーンソーなどを没収し，また2006年 8月には自己所有地内で
ハゴロモノキを20本無許可で伐採した者を逮捕した記録などが残っている。
⑽　聞き取りによれば，さらにその10年ほど前の1988年にすでに村政府が斜面
造林指令を出していたといわれるが，文字記録のかたちでは確認していない。

⑾　この村有耕地は，ウジャマー（Ujamaa）集村化期の1975年にソンゴロが行
政村として登録された際に，共同放牧地を転用したものである。しばらく共
同耕作が行われたのち，1983年以降はこれを個別世帯に有償で分割貸与する
ようになっていた。なお，1999年の村落土地法により，共有地を村有地とし
て登録することができるようになった。

⑿　現在，メル県議会とアルーシャ県議会がアルメル県域を二分しそれぞれ管
轄している。この要請は，このうちメル県議会議長によるものである。

⒀　ソンゴロ村からもっとも近いメル山麓の街，ウサ・リバー（Usa River）で
活動している木材販売業者の販売記録によれば，たとえばハゴロモノキの
木口10× 1インチ板材のフィートあたり販売価格は，2005年12月から2008
年 8月までの間に330タンザニア・シリングから600タンザニア・シリングへ
と上昇し続けた。なお，2004年以降の木材輸出急増は，Tanzania, the United 

Republic of［2007: Table 47］に示されている。



140

⒁　村民が在来回路の有効性を実感する理由のひとつとして，次のような社会
関係も存在している。通常，森林プランテーション内の皆伐区域は，ソンゴ
ロなど近隣村の村役場を通じて村民に貸し出され，苗木定植後，日陰ができ
るまでの数年間，一時的に耕作される。地元森林行政は，植民地期ビルマに
導入された同様の造林法にならって，これをタウンヤ（Taungya）制度と呼ん
でいる。他方，ソンゴロ村とその周辺では，地元民ではなく，ムベヤ（Mbeya）
州出身のサファ（Safa）人が森林プランテーションに貼りつくように借地して
いる。村人はサファ人を「スクォッター」と呼んでいるが，それはサファ人
が森林官と癒着して，村役場を経由することなくプランテーション内での耕
作を認めさせていると考えているからである。これも社会関係の在来回路を
通した森林利用といえよう。

⒂　ニェリ県は2007年に北部と南部に二分されたのち，さらに細分される方
向にあるが，森林行政は依然として細分前のいわゆる「大ニェリ」（Greater 

Nyeri）を管轄域としている。そこで，本章ではこの旧県域全体をニェリ県と
呼ぶことにし，県内の地方・郡についても旧来の名称を使用する。

⒃　森林プランテーション経営は（注14）で言及したタウンヤ制度と同じ方式で
行われてきたが，これはケニアではシャンバ（Shamba）制度として知られて
きた。これは，1997年以降，非居住耕作（Non-resident cultivation）制度と呼
ばれるようになった。

⒄　ライノー・アークのホームページよりダウンロードした資料にもとづく（http://

www.rhinoark.org/downloads/Profile%20cover.pdf　2009年 1月28日アクセス）。
⒅　各樹木の学名については，Gachathi［2007］を参照した。
⒆　自家消費用薪材の消費量推定法によって値は変化する。
⒇　たとえば，近年でも， 4人による300本近くの材木伐採（2004年）， 1人に
よる丸太15本の伐採（2006年）， 1人による丸太 7本の伐採（2007年）のよう
に，比較的規模の大きい伐採行為が検挙されているが，これらはいずれも森
林保護区周辺に居住する男性による伐採行為である（2007年 3月19日，ムグ
ンダ郡役場での聞き取り）。

21　アルーシャ国立公園と周辺住民の間には，土地，密猟，違法伐採の問題な
ど，依然として未解決の難題が横たわっている。たとえば，メル山東麓のオ
ルコングワド（Olkongwado）方面では，国立公園への土地編入に反対する運
動が継続しているとの報道が近年でも繰り返されているし（The Arusha Times 

on the Web, January 19-25, 2002），サンダルウッド（白檀）の国立公園内で
の違法伐採・輸出も指摘されている（The Arusha Times on the Web, August 

14-20, 2004）（いずれも http://www.arushatimes.co.tz　2007年 8月31日アクセ
ス）。
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